
滝川市立病院 経営強化プラン 概要版

経営強化プラン策定の趣旨

総務省から「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」が示され、持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院の経営強化に必要
な取組として、役割・機能の最適化と連携の強化、医師・看護師等の確保と働き方改革、経営形態の見直し、新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組、施設・設備の最
適化、経営の効率化等を進めることが公立病院に求められています。策

定
の
背
景 滝川市立病院（以下、当院という。）はこれまで、地域の中核医療機関として地域医療確保のための重要な役割を果たしてきました。加えて、新型コロナウイルス感染症対策として発熱

外来や入院患者の受入を担うなど、当院の重要性は更に増しています。新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、アフターコロナを見据えた経営改善への取組を進め、引き続き、地域
の中核医療機関として安定した医療を提供していくため、本プランを策定します。

経営強化プランの内容

当院は13の診療科と314の病床数を有し、急性期医療を行い、二次救急医療機関としての役割を担う病院です。介護・福祉施設や療養型病院、クリニックなどと相互に紹介を行い、患
者様がより良い療養環境の中で最良の医療を受けていただけるよう連携しています。
また、二次救急医療機関として、救急の患者様を受け入れるための体制や設備を整えています。

滝川市立病院を取り巻く環境

【人口推計】
滝川市及び中空知医療圏ともに既に減少が始まっており、高齢化率（65歳以上割
合）も全国平均より高くなっています。
【患者推計】 （2020年から2040年にかけての推計）
外来患者については、滝川市及び中空知医療圏において、全ての疾患で需要が減少
すると見込まれています。入院患者については、中空知医療圏ではほとんどの疾患で減
少すると見込まれる一方で、滝川市では受療率の高い75歳以上の後期高齢者人口
が増加することから、「循環器系疾患」「呼吸器系疾患」「内分泌系疾患」「損傷、中
毒」「その他の疾患」など多くの疾患で需要は増加すると見込まれています。
滝川市においては一定程度の病床数を維持し続けるとともに、高齢者疾患を中心とし
た入院需要への対応が、今後より求められていくと考えます。 

【経常損益の状況】
当院における経常損益は、直近の2022年度（令和４年度）で約９億円、経常収支
比率が112.7％となり、黒字になっています。
新型コロナウイルス感染症の対応による国の補助金収入（医業外収益）が大きな要
因として挙げられますが、医業収支比率は前年度から５％回復しており、本業部分で
も経営改善が進んでいます。入院収益は前年度比113.8％、外来収益も前年度比
106.4％となっており、経営改善につながっています。2015年度（平成27年度）に発生
した一時借入金も2022年度（令和４年度）に解消することができました。
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①役割・機能の最適化と連携の強化

基
本
方
針
と
目
標

前述の外部環境・内部環境分析の結果を踏まえ、当院の役割を果たすために、2023
年度（令和５年度）から2027年度（令和９年度）までの５年間は、現在の医療
機能を維持していくことを基本方針とし、医療機関との連携強化も図るため、下記の
通り目標を定めます。中空知医療圏における機能分化については、他市町の公立病院
と議論を重ね、慎重に検討していきます。

病院目標                 ※過去３か年は2020年度～2022年度を指す

急性期
機能

年間救急車搬送件数 1,400件/年
（過去３か年平均：1,320件）

救急からの入院率 50％
（過去３か年平均：48.5%）

年間紹介件数 2,500件/年
（過去３か年平均：2,472件）

紹介からの入院率 16％
（過去３か年平均：15.4%）

手術件数 1,500件/年
（過去３か年平均：1,570件）

回復期
機能 地域包括ケア病棟稼働率 80％以上

（2022年度実績：79.5%）

その他
入退院支援加算1の算定件数 2,000件/年

（2022年度実績：1,494件）
介護連携等指導料の算定件数 80件/年

（2022年度実績：64件）

ガイドラインの内容を踏まえ

当
院
の
役
割

本プランの対象期間は2023年度（令和５年度）から2027年度（令和９年度）までの５年間とします。なお、病院経営に影響を及ぼすような地域医療構想の変更、経営状況の変化、
政策決定や診療報酬の改定、診療体制の変更等の外部環境・内部環境の変化が起きた際は、必要に応じて、プランの内容や収支計画の見直しを行います。

期
間
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②医師・看護師等の確保と働き方改革

【医師】
安定した医師派遣が受けられるよう、各医育大学医局との良好な関係を維持するとともに、
北海道地域医師連携支援センターの医師確保対策や民間紹介会社なども活用し、医師の
招聘につなげていきます。
2024年度（令和６年度）から医師の時間外労働時間に上限規制が適用されますが、宿日
直許可を再取得するなどＡ水準（年間960時間以内）が維持できるよう努めます。
【看護師】
修学資金貸付制度の活用、コメディカルへのタスクシフトや院内保育所の定員拡充など看護
師の働きやすい環境づくりにも努め、安定した看護師数を確保します。
【その他職種】
コメディカルは、現状の配置人数を維持しつつ、業務量に見合った適正な人員配置に努めます。
事務職員は滝川市からの異動職員に加え、プロパー採用を行い、病院経営のエキスパートの育
成に努めます。

③経営形態の見直し

基本的には現状の地方公営企業法一部適用を継続しますが、各経営形態のメリットを踏まえ、
国の医療施策や他医療機関の動向も注視しながら、有利な経営形態の見直しについて検討
します。

経営強化プランの内容

④新興感染症に対する平時からの対策・取組

【新興感染症発生時の対応】
「感染症予防法」及び「北海道感染症予防計画」により、北海道と連携しながら感染症対策
を推進していきます。休床病棟を感染症患者受入に有効なスペースとして休床のまま運用しま
す。新興感染症発生に備え、適宜感染対策に関するマニュアル・フローチャートの見直しや定期
的な教育機会の提供を行います。
【ＰＰＥ（個人防護具）等の備蓄】
３か月分を目途に備蓄を行えるように、在庫管理を徹底します。
【人材育成】
各部門において感染制御に対する知識を有する人材の育成に尽力します。
【地域連携】
他施設への教育機会の提供、連携強化を行い、地域全体の感染症対応力向上に貢献しま
す。

⑤施設・設備の最適化

建物修繕や設備更新に要する費用が増えてきていることから、委託先の専門業者の専門知識
やノウハウを活かし効率的な運用を心掛けます。
長期的な視点を持ち、病院施設・設備の長寿命化や更新などを計画的に行い、高額医療機
器の購入計画とあわせ、財政負担を軽減・平準化します。

⑥経営の効率化に向けた取組

公立病院経営強化ガイドラインでは、「経常黒字となる水準を早期に達成し、これを維持する
ことにより、持続可能な経営を実現する必要がある」と述べられていますが、当院では、対象期
間中に経常収支比率100％を目指します。

収益的収支計画 （単位:千円）
2022年度

（令和4年度）
2023年度

（令和5年度）
2024年度

（令和6年度）
2025年度

（令和7年度）
2026年度

（令和8年度）
2027年度

（令和9年度）
 市立病院事業収益 8,215,621 7,403,250 7,249,986 7,290,299 7,284,101 7,297,283

医業収益 5,753,634 6,016,718 6,260,703 6,276,376 6,270,534 6,284,069
入院収益 3,304,002 3,466,697 3,734,474 3,764,665 3,779,894 3,805,521
外来収益 2,153,224 2,253,613 2,229,821 2,215,303 2,194,232 2,182,140
その他医業収益 296,408 296,408 296,408 296,408 296,408 296,408

医業外収益 2,271,481 1,386,532 989,283 1,013,923 1,013,567 1,013,214
特別利益 190,506 0 0 0 0 0

市立病院事業費用 7,123,036 7,109,884 7,350,301 7,448,306 7,390,931 7,225,229
医業費用 6,849,207 6,833,569 7,080,038 7,181,714 7,130,632 6,971,347

給与費 3,723,683 3,554,209 3,743,380 3,790,981 3,792,975 3,799,961
材料費 1,430,236 1,522,636 1,586,072 1,590,147 1,588,628 1,592,147
減価償却費 514,504 512,373 585,399 585,399 583,842 354,052
その他医業費用 1,180,784 1,244,351 1,165,187 1,215,187 1,165,187 1,225,187

医業外費用 273,829 276,315 270,263 266,592 260,299 253,882
医業損益 -1,095,573 -816,851 -819,335 -905,338 -860,098 -687,278
経常損益 902,079 293,366 -100,315 -158,007 -106,830 72,054
医業収支比率 84.0% 88.0% 88.4% 87.4% 87.9% 90.1%
経常収支比率 112.7% 104.1% 98.6% 97.9% 98.6% 101.0%
修正医業収支比率 81.7% 85.7% 86.2% 85.2% 85.7% 87.8%
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施設設備の修繕、医療機器・システム更新等の見通し （単位：千円）
2022年度

（令和４年度）
2023年度

（令和５年度）
2024年度

（令和６年度）
2025年度

（令和７年度）
2026年度

（令和８年度）
2027年度

（令和９年度）

【経常費用】計画修繕 50,000 50,000 60,000

【資本費用】機器更新分 147,200 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

【資本費用】電子カルテ 623,228

合計 147,200 793,228 120,000 170,000 120,000 180,000
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経営強化プランの内容

収入確保に関する目標
2022年度

（令和4年度）
2023年度

（令和5年度）
2024年度

（令和6年度）
2025年度

（令和7年度）
2026年度

（令和8年度）
2027年度

（令和9年度）
入院患者数（人）/日 178 191 207 208 209 210
入院単価（円） 51,340 50,981 49,506 49,506 49,506 49,506
病床稼働率 65.9% 70.7% 76.7% 77.0% 77.4% 77.8%
外来患者数（人）/日 693 743 738 733 726 719
外来単価（円） 12,888 12,482 12,482 12,482 12,482 12,482

⑥経営の効率化に向けた取組

【アクションプラン】
経営の効率化及び設定した各目標を達成するために、以下の取組を行います。

取組１ 診療科ごとの入院患者数の目標設定とモニタリング

期初に診療科ごとに１日入院患者数目標を設定します。
日次・週次・月次で医事課及び事務課が中心となってモニタリングを行い、入院患者数の状
況を把握するとともに、週次では紙面等を用いて各診療科の長などに伝達します。

取組２ 各部門における行動計画の策定とモニタリング

期初に部門ごとに１年間の行動計画を策定します。
経営に係る指標についてはモニタリングを行い、取組の進捗状況を毎月確認します。管理する
指標の例としては、各部門で取り組める、入院単価・外来単価の向上施策となる指導料や加
算件数のアップ、検査勧奨等が挙げられます。

取組３ 効率的なベッドコントロールの実施

１日入院患者数目標や病床稼働率目標の達成に向けて、ＤＰＣ入院期間や病床の稼働
状況、患者様の希望を鑑みて、効率的なベッドコントロールに取り組みます。
特に病床の稼働状況は、取組１と連動させ、現在の病床状況だけでなく、新規入院・退院
見込みも見据え対応を検討します。

取組４ 地域連携の強化（紹介患者の入院率向上）

地域の開業医との連携強化に向け、地域医療室が主体となり、顔の見える関係を構築すべく
連携活動を強化します。また、当院で実施可能な検査や手術に関する情報について広報誌な
どを通じて、ＰＲしていきます。特に紹介患者の入院率向上を重要視し、紹介患者受入はも
ちろん、安心して当院で入院治療ができるように体制を整えます。

取組５ 救急受入の強化（救急患者の入院率向上）

救急患者を積極的に受け入れます。
また、来院患者の不安を取り除けるよう、短い期間（１泊入院）でも入院受入を行います。

取組６ 積極的な医学管理・指導等の実施
診療部と看護部、薬剤部、診療技術部が協力して、患者の健康増進、健康維持の取組を
行っていきます。特に専門職種や認定資格を有する医療スタッフによる各種医学管理・指導等
の実施の徹底を行うことで、患者貢献を目指していきます。
また、現在院内で行っている落穂ひろい活動を通して、新規施設基準の届出や、検査勧奨の
取組などを行うとともに、職員の経営への意識を高めていきます。

取組７ 費用削減

業務効率化による時間外勤務時間の削減や、計画的な人員採用を行います。
医薬品は、医療品質を維持しつつ安価の製品への切替を進めます。
医療材料は院内標準化の推進、定数・在庫の見直しに取り組みます。
委託については、各委託業務の仕様の管理・見直しを進め、委託費の抑制を図ります。

取組８ 医師・看護師の採用活動
現在の医療機能を維持し続けるために、医療人材の確保に取り組みます。
医師については、院長を中心に、引き続き医局からの医師派遣の協力要請をするとともに、病
院独自での採用についても検討を進めます。
看護師については、令和２年度に創設した修学資金貸付制度を活用し新規採用者を継続
的に確保します。
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経営の安定性につながる目標
2022年度

（令和4年度）
2023年度

（令和5年度）
2024年度

（令和6年度）
2025年度

（令和7年度）
2026年度

（令和8年度）
2027年度

（令和9年度）
112.7% 104.1% 98.6% 97.9% 98.6% 101.0%
81.7% 85.7% 86.2% 85.2% 85.7% 87.8%

344 351 357 363 363 363
うち医師数（人） 34 36 34 34 34 34
うち看護師数（人） 203 207 212 217 217 217

経常収支比率
修正医業収支比率
正職員数（人）

※医師数には初期研修医を含めていません。
※看護師数は看護部所属の看護師を掲載しています。

※病床稼働率は休床数を除き算出しています。


